
  

情報通信審議会 情報通信技術分科会（第６０回）議事録 

 

第１ 開催日時及び場所 

   平成 20 年 7 月 29 日(火) 14 時 00 分～15 時 30 分 

 於、第 1特別会議室 

第２ 出席した委員等（敬称略） 

（1） 委員 

土居 範久（分科会長）、青木 節子、荒川 薫、伊東 晋、大山 永昭、 

後藤 滋樹、酒井 善則、清水 英一、髙畑 文雄、土井 美和子、 

徳田 英幸、村上 輝康 

       （以上 12 名） 

（2） 専門委員 

服部 武（上智大学 理工学部 電気・電子学科教授） 

第３ 出席した関係職員 

（情報通信国際戦略局） 

小笠原 倫明（情報通信国際戦略局長）、河内 正孝（総括審議官）、 

山根 悟（参事官）、児玉 俊介（技術政策課長）、田中 宏（通信規格課長） 

 

（情報流通行政局） 

山川 鉄郎（情報流通行政局長）、久保田 誠之（官房審議官）、 

奥 英之（放送技術課長）、布施田 英生（放送技術課企画官） 

 

（総合通信基盤局） 

桜井 俊（総合通信基盤局長）、吉田 靖（電波部長）、安藤 友裕（総務課長）、 

渡辺 克也（電波政策課長）、竹内 芳明（移動通信課長）、 

坂中 靖史（移動通信企画官）、瀬戸 隆一（高度道路交通システム推進官）、 

鳥巣 英司（衛星移動通信課長）、新田 隆夫（衛星移動通信課企画官） 

 

第４ 議題 

（１）答申事項 



  

  ア 「放送システムに関する技術的条件」のうち「衛星デジタル放送の高度化に

関する技術的条件」に関する一部答申 【平成１８年９月２８日付け 情報通信

技術分科会諮問第２０２３号】 

  イ 「携帯電話等の周波数有効利用方策」のうち「２ＧＨｚ帯におけるＴＤＤ方

式を活用した移動通信システムの技術的条件」に関する一部答申 【平成７年７

月２４日付け 電気通信技術審議会諮問第８１号 

（２）諮問事項 

  ア Ｋｕ帯ヘリコプター衛星通信システムの技術的条件について 【諮問第２０

２５号】 

  イ Ｓバンドを用いる国内移動体衛星通信システムの高速化に関する技術的条件

について 【諮問第２０２６号】 

（３）報告事項 

  ア 「放送システムに関する技術的条件」のうち「携帯端末向けマルチメディア

放送方式の技術的条件」について 【平成１８年９月２８日付け 情報通信技術

分科会諮問第２０２３号（検討開始）】 

  イ 第３世代移動通信システム（ＩＭＴ－２０００）の高度化のための技術的方

策の審議状況について 【平成７年７月２４日付け 電気通信技術審議会諮問第

８１号】 

（４）議決事項 

  情報通信技術分科会における委員会の設置（平成１３年１月１７日情報通信審議

会情報通信技術分科会決定第３号）の一部改正 
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開  会 

 

○土居分科会長  定刻になりますので、ただいまから情報通信審議会第６０回情報通信

技術分科会を開催させていただきたいと思います。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

  本日は、委員１３名中１２名が出席されておりますので、定足数を満たしております。

また、審議事項の説明のために、上智大学の服部先生にご出席いただいております。よ

ろしくどうぞお願い申し上げます。 

  初めに、会議に先立ちまして、総務省におきまして人事異動があったとのことでござ

いますので、ごあいさつをできればお願いいたしたいと思います。よろしくお願いいた

します。 

○小笠原情報通信国際戦略局長  ７月４日付で情報通信国際戦略局長を拝命しました小

笠原でございます。よろしくお願いいたします。 

○河内総括審議官  同日付で総括審議官に拝命されました河内でございます。主に技術

と国際を担当いたします。どうぞよろしくお願いします。 

○山根情報通信国際戦略局参事官  情報通信国際戦略局参事官の山根でございます。よ

ろしくお願いします。 

○児玉技術政策課長  同じく、局は同じですけれども技術政策課長の児玉でございます。

よろしくお願いいたします。 

○田中通信規格課長  同じく、国際戦略局通信規格課長の田中でございます。よろしく

お願いいたします。 

○山川情報流通行政局長  局が変わりまして、情報流通行政局に改称されました局長の

山川でございます。よろしくお願いいたします。 

○久保田官房審議官  情報流通行政局の審議官、久保田でございます。よろしくお願い

いたします。 

○奥放送技術課長  同じく、放送技術課長の奥でございます。よろしくお願いします。 

○布施田放送技術課企画官  同じく、放送技術課企画官の布施田でございます。よろし

くお願いします。 

○桜井総合通信基盤局長  総合通信基盤局長になりました桜井でございます。よろしく

お願い申し上げます。 
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○吉田電波部長  同じく、電波部長になりました吉田でございます。よろしくお願いし

ます。 

○安藤総合通信基盤局総務課長  同じく、総務課長の安藤でございます。よろしくお願

いいたします。 

○渡辺電波政策課長  同じく、電波政策課長、渡辺でございます。よろしくお願いいた

します。 

○竹内移動通信課長  同じく、移動通信課長の竹内でございます。よろしくお願いいた

します。 

○坂中移動通信課企画官  移動通信課企画官の坂中でございます。よろしくお願いいた

します。 

○瀬戸高度道路交通システム推進官  移動通信課の推進官の瀬戸と申します。よろしく

お願いします。 

○鳥巣衛星移動通信課長  衛星移動通信課長の鳥巣でございます。よろしくお願いしま

す。 

○新田衛星移動通信課企画官  衛星移動通信課企画官の新田でございます。よろしくお

願いいたします。 

○副島管理室長  これから事務局を担当させていただきます国際戦略局の管理室長の副

島と申します。よろしくお願いいたします。 

○土居分科会長  どうぞよろしくお願いいたします。どうもありがとうございました。 

  それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めさせていただきたいと思います。

本日の議題は７件でございます。 

 

議  題 

 

答申事項 

  「放送システムに関する技術的条件」のうち「衛星デジタル放送の高度化に関する技

術的条件」に関する一部答申【平成１８年９月２８日付け 情報通信技術分科会諮問第

２０２３号】 

 

○土居分科会長  まず初めに、答申事項について審議したいと思います。 
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  平成１８年９月２８日付諮問第２０２３号、「『放送システムに関する技術的条件』の

うち、『衛星デジタル放送の高度化に関する技術的条件』に関する一部答申」について、

放送システム委員会主査でいらっしゃいます伊東委員からご説明をお願いいたしたいと

思います。よろしくどうぞお願いいたします。 

○伊東委員  ただいまご紹介にあずかりました放送システム委員会の主査を務めており

ます東京理科大学の伊東でございます。 

  放送システム委員会からのご報告は今回で４回目になります。本日のご説明に関連す

る資料は６０－１－１、同じく６０－１－２、これは大変分厚いものでございます。そ

れから、１－２の別添と１－３になっております。分厚い１－２が委員会報告の本体で

ございまして、１－３が答申案、その中身は１－２の別添ということでございますが、

時間の関係もございますので、資料６０－１－１の概要に基づきましてご報告させてい

ただきます。 

  それでは、表紙をめくっていただきまして、「はじめに」でございますが、ここでは今

回の審議の背景・目的などについてまとめております。現行のＢＳアナログ放送３チャ

ンネルについては、地上アナログ放送の終了に合わせて２０１１年７月２４日までに停

波することが今年３月に決定されています。この３チャンネルに、ＷＲＣ２０００にお

いて我が国に追加割り当てされた４チャンネルを加えた計７つのチャンネルの活用方策

が、これまでいろいろと議論されてまいりました。その結果、放送方式については、衛

星放送を取り巻く環境変化を踏まえ、より効率的な伝送が可能となる最新技術を最大限

活用することが求められています。そこで、放送システム委員会では、現行の衛星デジ

タル放送との親和性や国際標準等に配慮しつつ、２０１１年の時点で合理的に実現でき、

かつサービス導入可能な技術について調査検討し、今般、衛星デジタル放送の高度化に

関する技術的条件として委員会報告を取りまとめました。 

  ２ページに参ります。ここでは、衛星デジタル放送の技術基準策定の経緯についてま

とめています。現行のＢＳデジタル放送については、１９９８年２月に当時の電気通信

技術審議会からその技術的条件が答申され、２０００年１２月より放送が開始されてお

ります。一方、東経１２４度や１２８度などのＣＳ放送については、それより前の１９

９５年７月に欧州のＤＶＢ－Ｓ方式をベースにした狭帯域ＣＳデジタル放送として答申

がなされ、その後、２００６年７月には新しい映像符号化方式などを導入した高度狭帯

域ＣＳデジタル放送として、一足先に放送方式が高度化されています。そこで、今回は



－4－  

東経１１０度の衛星デジタル放送についても高度化しましょうということでございます。 

  次の３ページには、新しい放送方式を検討する際の基本的な考え方を列挙しています。

現行方式の踏襲と新しい技術の導入のバランスをとって、サービスの高度化や多機能化

を合理的に図ろうという趣旨でございまして、こられの基本的な考え方を踏まえて、そ

この下に示しましたように、放送品質や放送技術に関する要求条件を整理しています。 

  ４ページをごらんください。新しい方式においても、降雨減衰対策や多様なマルチ編

制を可能とする階層変調、また、柔軟な中継器の運用を可能とするスロット構造などに

ついては現行方式を踏襲しつつ、伝送路符号化方式をまとめました。 

  今回新たに導入した主な技術を挙げますと、誤り訂正方式として符号化利得の高いＬ

ＤＰＣを採用するとともに、ロールオフ率を０.１とすることで、シンボルレートを約１

３％増加しています。これらの新しい技術の導入によりまして、１中継器当たりの正味

の伝送容量が現行の５２Ｍbps から７０Ｍbps へと３０％以上拡大しています。 

  ５ページをごらんください。新方式の詳細は後ほど説明いたしますが、まず、多重化

方式については、蓄積型放送サービスにも適用可能なＴＬＶ多重化を新たに導入するこ

とで、ＩＰパケットなどの可変長パケットの効率的な伝送も可能にしました。また、現

行のテレビジョンのような飛び越し走査、インターレース方式ではなく、順次走査方式

のいわゆる１０８０／Ｐや、これをさらに高解像度にした２１６０／Ｐの映像入力フォ

ーマットを追加するとともに、映像符号化方式としてはＨ.２６４を新たに採用していま

す。 

  なお、４Ｋシステムと呼ばれることもある２１６０／Ｐの映像フォーマットにつきま

しては、コンテンツ製作機器や受信機器などが実用化に向けて現在開発されつつある段

階にあるということから、そこに注記したように、今後のサービス提供上の環境が整う

ことにより適用可能となるフォーマットという扱いに整理いたしております。 

  ６ページに参ります。６ページには、２年前に本技術分科会にご報告いたしました高

度狭帯域ＣＳデジタル放送――一番左でございますが――や、現行のＢＳデジタル放送

との比較も含め、新放送方式の特徴をまとめておりますが、時間の都合上、ここの説明

は割愛させていただきます。 

  ７ページ以降では、具体的な技術的条件を示しております。 

  まず、伝送路符号化方式の技術的条件ですが、伝送帯域幅は現行方式と同一の３４.

５ＭＨｚであり、シンボルレートは実証実験の結果、３２.５９４１Ｍbaud といたしま
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した。このシンボルレートの値の決定に際しては、使用頻度が高くなると想定され、か

つ占有帯域幅が最も大きくなる８ＰＳＫを対象に、現行のＢＳデジタル放送の占有帯域

幅を超えない範囲でシンボルレートの上限を求めた上で、ビットレートの管理を容易に

するため、各スロットのビットレートが常に整数となるように選定しております。 

  また、ロールオフ率０.１や増幅器の非線形特性なども加味した衛星実験を通して十分

に実現できるシンボルレートであることを確認いたしております。 

  フレーム構造につきましては、１フレームを１２０スロットで構成しており、採用し

たすべての変調方式と符号化率の組み合わせに対して、固定長の各スロットに整数個の

ＭＰＥＧ－２ＴＳパケットが過不足なく収納できるようにスロット長を４４,８８０ビ

ットとして伝送効率の向上を図っております。 

  変調方式につきましては、安定した受信特性と高い伝送容量を実現するため、今回新

たにπ／２シフトＢＰＳＫ、１６ＡＰＳＫ、３２ＡＰＳＫの３つを追加しておりますが、

このうち１６ＡＰＳＫと３２ＡＰＳＫについては、アンテナ系も含めた既存の受信環境

で実現可能なサービス時間率を考慮した結果、「今後の周辺技術の進展により適用が可能

となる方式」との注釈を付記いたしております。 

  また、誤り訂正方式といたしましては、現行方式よりも符号化利得が高く、高度狭帯

域ＣＳデジタル放送で既に導入されていますＬＤＰＣとＢＣＨの連接符号化を採用しま

した。 

  ８ページをごらんください。新方式においても現行方式と同様、ＴＭＣＣ信号による

スロット単位の伝送制御を実現しており、新たにＩＰパケットなどの可変長パケットを

伝送するための制御信号も追加しています。 

  ９ページをごらんください。多重化方式につきましては、通常のリアルタイム型放送

に加え、今回新たに蓄積型放送サービスを想定した方式についても検討いたしました。

その結果、リアルタイム型放送サービスの多重化に関しては従来どおりＭＰＥＧ－２Sy

stems を使用し、蓄積型放送サービス向けには、Type Length Value の略でございますが、

ＴＬＶ多重化方式を新たに導入しています。 

  次の１０ページに示しましたように、ＴＬＶの特徴といたしましては、パケットのヘ

ッダ部分にパケットのタイプとその長さを記述することで、ＩＰパケットを含め、映像、

音声、データなどのさまざまなフォーマットに対応可能であり、種々の長さのファイル

を効率よく伝送することができるということでございます。 
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  １１ページをごらんください。映像入力フォーマットとしては、基本サービス用に高

画質な３種類、マルチサービス専用に通常画質の２種類を用意しています。マルチサー

ビス用のフォーマットは、現在、地上デジタル放送等の一部のチャンネルで実施されて

いるようなマルチ編制を想定したフォーマットでございます。また、カラリメトリにつ

きましては、Ｒ、Ｇ、Ｂの三原色信号にマイナスの値や１を超える値を許容することで

従来よりも広い色域が表現可能になりました。この表現形式は、既存の受像機との互換

性を保証しつつ、この形式に対応した新しい受像機では極めて鮮やかな色彩が再現でき

るというものでございます。 

  次に参ります。１２ページでは、映像符号化方式について記述しています。新しい放

送方式では、現行のＭＰＥＧ－２に比べて格段に高能率な最新の映像圧縮方式であり、

既に高度狭帯域ＣＳデジタル放送で導入されていますＨ.２６４を採用いたしました。 

  一方、音声符号化方式につきましては、次の１３ページをごらんください。まず、音

声入力フォーマットとしては、現行の５.１チャンネルなどに加えて、今回新たに最大入

力チャンネル数を２２.２チャンネルに拡大しました。これにより、従来よりも一層臨場

感あふれる音響サービスの提供が可能となります。また、音声符号化方式については、

基本サービス用と高音質サービス用に分けて検討いたしました。基本サービス用として

は、現行のＭＰＥＧ－２ＡＡＣに加えて、ワンセグなどの低ビットレートの用途で既に

使用されていますＡＡＣ＋ＳＢＲ方式を採用しています。 

  一方、高音質サービス用としては、ロスレス符号化方式のＭＰＥＧ－４ＡＬＳや非圧

縮のリニアＰＣＭ方式を候補に挙げましたが、前者については音声を優先した映像デー

タ等との統計多重化方式の開発が必要であり、また、後者のＰＣＭについては周波数有

効利用の観点から根本的な問題があると考えられますので、今回の答申案の中には記載

しないという扱いに整理しております。 

  最後に１４ページをごらんください。今回の新方式を採用した際のサービスイメージ

を示しています。これについては資料６０－１－２の報告書本体の第４章に詳しく記載

しておりますが、現行方式では、１中継器で伝送可能なフルスペックのＨＤＴＶ番組が

２番組であるのに対し、新しい放送方式を採用した場合には、ちょうど倍の４番組を伝

送することが可能となります。これは既にご説明いたしましたように、１中継器当たり

の伝送容量が５２Ｍbps から７０Ｍbps 程度に増加したことと、映像圧縮方式としてより

高能率なＨ.２６４を採用したためであります。 
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  １５ページ以降には、本日ご説明いたしました項目に関する参考資料を添付しており

ますが、時間の関係上説明は割愛させていただきます。 

  今回の衛星デジタル放送の高度化に関する技術的条件が答申された後、必要な制度整

備や運用規定の策定が官民で進められ、この新しい方式を活用した高画質で多様な放送

サービスが提供されることを期待いたしております。 

  以上でございます。 

○土居分科会長  どうもありがとうございました。 

  ただいまのご説明につきまして、ご意見あるいはご質問等ございましたら、いただけ

ればと思いますが、いかがでしょうか。 

○荒川委員  今回、ＨＤＴＶ以上の高画質サービスを実現するということですが、これ

は何か特定の目的、用途があるんですか。それとも一般のテレビ放送を非常に高画質で

ということですか。 

○伊東委員  特定の用途というよりは、もう今既にフルスペックのＨＤＴＶ端末が世の

中にどんどん出てきておりますので、次の新しい放送サービスの一つとして、より一層

の高画質化が求められるだろうということから、そういうものについても検討している

ということでございます。 

○荒川委員  わかりました。どうもありがとうございました。 

○土居分科会長  よろしいですか。ありがとうございました。 

  ほかにはいかがでしょうか。 

○酒井委員  今回でリアルタイム以外に蓄積型放送サービスと書いてありますけれども、

これについてもやはり同じように映像符号化の規定はあるんでしょうかということと、

蓄積型の場合は、やはりエンドエンドでＴＣＰということはやっているんですか。やっ

ていないですか。 

○伊東委員  わかりやすいように蓄積型という表現をしておりますけれども、要するに

ＩＰパケットなどを効率よく運べるようにしたということで、ＭＰＥＧ－２ＴＳの上に

ＩＰパケットを再多重しますと、どうしても効率が落ちる場合があるので、可変長パケ

ットも自由に扱えるようにということで考えられたものでございます。 

  それでは放送サービスとして具体的にどのようなものがあるのかということですが、

サーバー型放送と呼ばれるものに２つのタイプがございましたけれども、その内のファ

イル転送型の方を今回の方式で実現できるのではないかということでございます。これ
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に関して映像の符号化方式までがちがちに縛っているということはないと思います。 

○酒井委員  そうですか。 

○伊東委員  サーバー型放送の技術基準について、奥課長、補足していただければ。特

に何も決めていなかったと思うのですけれども。 

○奥放送技術課長  先生のご指摘のとおりでございまして、サーバー型については、映

像符号化方式についてはかたく決めているということはございません。 

○土居分科会長  ありがとうございました。よろしいですか。 

  ほかにはいかがでしょうか。 

○髙畑委員  従来から衛星を使ったＣＳとかＢＳが放送のデジタル化を引っ張ってきた

ということを考えますと、ＢＳに対してこのように新しい方式をどんどん導入していく

ことは先駆者的な意味合いで非常によろしいかと考えます。しばらく時間がたつと、陳

腐化した技術と言われる可能性はありますが、それは宿命と思っております。 

  さらに、選択の余地が増えました。事業者にとっては、色々な方式が使えるというこ

とは非常によろしいのではないかと思います。 

  特に伝送レートが非常に向上したことは有効ですし、ＩＰパケットを伝送できるよう

にしていただけたというのは非常によろしいのではないかと思います。ぜひこの技術を

使う事業者が出てくることを期待しております。 

  以上です。 

○土居分科会長  ありがとうございました。 

  ほかにはいかがでしょう。よろしいでしょうか。 

  では、ほかにご質問、ご意見等ございませんようですので、本件はお手元の分厚い資

料の下にございますが、資料６０－１－３に答申案がございますので、その答申案のと

おりに答申いたしたいと思いますが、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○土居分科会長  ありがとうございました。それでは、案のとおり答申することといた

します。 

  それでは、ただいまの答申に対しまして、総務省から今後の行政上の措置につきまし

てご説明を伺えるということでございますので、よろしくお願いいたします。 

○山川情報流通行政局長  情報流通行政局長の山川でございます。 

  本日は、放送システムに関する技術的条件のうち、衛星デジタル放送の高度化に関す
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る技術的条件につきまして一部答申をいただき、まことにありがとうございました。 

  我が国における衛星放送でございますが、平成元年にＢＳアナログ放送の本放送をＮ

ＨＫが開始しました。今日まで２０年、その間、ハイビジョン放送でありますＭＵＳＥ

が一足早く実用化され、また、先ほどご指摘もございましたが、デジタル放送につきま

して地上放送よりも先行して導入され、まさに先行的に引っ張ってきたというものでご

ざいます。この間、新たなメディア価値あるいは新たなコンテンツを創造するフロント

ランナーとしての役割もまた担ってまいりました。 

  その結果でございますが、ＢＳのデジタル放送、平成１２年１２月に放送開始されま

したが、受信機が約３,８００万台普及するなど国民生活に定着したメディアになってき

つつあるのではないかと思っております。 

  今回いただきました答申でございますが、衛星放送の先導的な役割にかなうものとい

たしまして、先進的な技術を導入し、衛星デジタル放送において現行方式以上に多チャ

ンネルあるいは高品質なテレビジョン放送を実現するものでございまして、視聴者のニ

ーズに合ったより多様なサービスが提供されることを期待しております。 

  総務省といたしましては、新たな放送方式も放送事業者にご活用いただけますように、

本日いただいた答申を受けまして、来年早々の電波監理審議会への審問に向けまして技

術基準の案を準備させていただく予定としております。本答申の取りまとめにあたりま

して、伊東主査初め委員の皆様、放送システム委員会の皆様方には熱心なご審議を賜り、

そのご尽力に対しまして心から厚く御礼を申し上げます。本日はまことにありがとうご

ざいました。 

○土居分科会長  どうもありがとうございました。総務省におかれましては、どうぞよ

ろしくお願い申し上げます。 

 

  「携帯電話等の周波数有効利用方策」のうち「２ＧＨｚ帯におけるＴＤＤ方式を活用

した移動通信システムの技術的条件」に関する一部答申【平成７年７月２４日付け電気

通信技術審議会諮問第８１号】 

 

○土居分科会長  それでは、続きまして、平成７年７月２４日付け電気通信技術審議会

諮問第８１号「『携帯電話等の周波数有効利用方策』のうち『２ＧＨｚ帯におけるＴＤＤ

方式を活用した移動通信システムの技術的条件』に関する一部答申」について、携帯電
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話等周波数有効利用方策委員会主査でいらっしゃいます服部専門委員からご説明をお願

いいたします。服部先生、どうぞよろしくお願いいたします。 

○服部専門委員  服部でございます。 

  それでは説明いたします。資料は６０－２－１と２－２でございます。本文のほうが

資料の６０－２－２で大変分厚い資料になっておりますので、資料の６０－２－１の概

要にて報告させていただきます。今回のご報告は２ＧＨｚ帯におけるＴＤＤ方式を活用

した移動通信システムの技術的条件でございます。 

  ２ページをあけてください。全体の章立ての構成が書いてあります。第１章から第３

章が２ＧＨｚ帯のＴＤＤ方式です。第４章は、ＴＤＤではなく、Ｗ－ＣＤＭＡのうちの

ＨＳＰＡの高度化ですが、今回同時に答申いただくことからあわせて報告させていただ

きます。 

  それでは、審議経過を含めまして３ページでございます。委員会としましては全体で

４回開催しました。最初が第２７回の委員会で、今年の１月１５日です。この委員会で

国際標準化動向について関係者より説明が行われました。それから、作業班を設置する

ということ、広く意見陳述の機会を設けるということの３つを主に議論しました。 

  第２８回の委員会では、作業班の提案者より無線仕様及び国際標準化動向について説

明が行われました。 

  次にありますように、６つの方式について説明がありました。この回で意見陳述の機

会を設けましたけれども、今回は意見陳述はありませんでした。 

  それから、第２９回の委員会では、２ＧＨｚ帯ＴＤＤ移動通信システムと隣接周波数

を使用する他のシステムとの干渉結果について議論しました。 

  第３０回及び第３１回で技術的条件につきまして委員会報告案の取りまとめを行って

おります。 

  それでは、４ページ目を見ていただきたいと思います。第１章「審議の背景」となり

ますけれども、ご案内のとおり、我が国の携帯電話及びＰＨＳは、昨年の１１月末現在

で１億４８２万加入に達しており、広く浸透しているということと、近年の社会経済活

動の多様化、高度化による急激な技術の進展等に伴い、さらに高速・大容量で利便性の

高い移動通信システムの導入に期待が寄せられていることが第１点です。 

  ２点目は、２ＧＨｚ帯のＴＤＤバンド、即ち２,０１０から２,０２５ＭＨｚですけれ

ども、アイピーモバイル株式会社が平成１９年１０月３０日に特定基地局の開設計画の
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認定返上の申し出がありまして、電波監理審議会を経て認定を取り消したという背景が

ございます。このような背景を踏まえまして、国内外の技術の進展及び周波数の一層の

有効利用を考慮しまして、今後の２ＧＨｚ帯におけるＴＤＤ方式を活用した移動通信シ

ステムの技術的条件の検討を行ったものでございます。 

  続きまして、５ページに進みます。２ＧＨｚ帯のＴＤＤシステムの標準化動向として、

ここには５つの方式を記載してございます。モバイルＷｉＭＡＸ、ＩＥＥＥ８０２.２０

 ６２５ｋ－ＭＣ、次世代ＰＨＳ、ＵＭＢ－ＴＤＤ、Ｅ－ＵＴＲＡ ＴＤＤです。この

うち、ＵＭＢ－ＴＤＤは、ＩＥＥＥ８０２.２０のワイドバンドも含めた形で検討を行い

ました。また、Ｅ－ＵＴＲＡ ＴＤＤは、俗称ではＬＴＥ ＴＤＤと言われるものです。

これらにつきまして、干渉許容条件、技術的条件についていろいろ検討を行いました。 

  標準化団体については記載のとおりです。多元接続方式につきましては、基本的にＯ

ＦＤＭＡ、あるいはそれにＴＤＭＡを組み合わせることが大体共通の方式となっており

ます。 

  それから、最大伝送速度は、下り２０Mbps、あるいは上りも１０Mbps を超えるという

速度になります。 

  それから、モビリティの速度、つまり移動体の速度でございますが、１２０キロある

いは、さらに２５０キロ、それを超える速度まで対応できるということでございます。 

  ６ページに進みます。こちらにはＴＤＤ方式のシステムの国際動向を記載してござい

ます。ＴＤ－ＣＤＭＡ方式、ＨＣ－ＳＤＭＡ、これは先ほどのマルチキャリアの方式の

前段階の方式といいますか、あるいはアイバーストとも言われる方式です。それからＰ

ＨＳ、これは現行のＰＨＳです。それからモバイルＷｉＭＡＸであり、いろいろ各国で

ＴＤＤの方式も導入が進んでいるということです。 

  参考にございますとおり、つい最近、イギリスがこの周波数帯でオークションをかけ

るということがありましたけれども、いろいろな状況がありまして、オークションは延

期になったということです。 

  続きまして７ページです。今回行ったシステムの共用検討のシステム間の関係、周波

数配置を示してございます。２,０１０から２,０２５ＭＨｚを使用する可能性のある各

ＴＤＤ方式と隣接周波数を使用する他システム間の共用検討であり、中央に赤で示して

ありますのが今回導入を検討する５つの方式でございます。それに隣接するいろんな方

式があります。検討した干渉形態としましては、ＴＤＤ方式と隣接する宇宙運用システ
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ム。ＴＤＤ方式と、宇宙運用と一部周波数帯が重なるルーラル加入者無線。３点目がＴ

ＤＤとＩＭＴ－２０００、具体的にはＷ－ＣＤＭＡあるいはＣＤＭＡ２０００という方

式です。それから、ＴＤＤと左側のほうに示されているＰＨＳです。 

  ここにブルーでＩＭＴ－２０００（ＭＳＳ）と書いてありますけれども、これは一応

割り当て帯域ですけれども、現状はまだ導入されておりませんので、ここは検討対象外

となっております。 

  続きまして、８ページ。以降、少し詳細な数字となって恐縮ですけれども、その検討

結果をご報告します。 

  まず、①として宇宙運用システムとの主な共用検討結果（その１）です。与干渉とし

てＴＤＤの基地局、ＴＤＤの移動局です。被干渉局としては、まず非静止衛星（高度２

５０㎞）、この場合ですと２３ｄＢさらに改善が必要ということです。共用条件としまし

て、ＴＤＤ基地局／移動局の干渉波電力の総和が－２００ｄＢＷ／ｋＨｚを超えないよ

うにネットワークの構築、運用を行う、それによってこの２３ｄＢは改善可能だという

ことです。 

  静止衛星につきましてはマイナスですので、これは余裕があるということになります。 

  それから、地上試験局につきましては、４７ｄＢ必要だということになります。注２

にございますように、フィルタの挿入によりましてこの改善が可能だということです。 

  それから、コリメーション局についても同様でございます。 

  ＴＤＤの移動局の場合は、画一的な干渉になりますのでパーセントで記載しておりま

す。やはり干渉の懸念がある場合にはエリアの調整等の適切な措置を講ずるということ

になります。 

  続きまして、９ページです。この場合は与干渉が地球局あるいはコリメーション局、

被干渉がＴＤＤ局となります。この場合、いずれの場合も５１ｄＢあるいは６５ｄＢと

かなりの改善が必要ですけれども、やはりフィルタ等の挿入によりまして、この改善は

十分可能だということです。それから、実力の差もありますので、実効的には問題ない

だろうということです。 

  一番下のコリメーション局とＴＤＤ局の場合は確率的な干渉となりますが、数値とし

ては小さいということと適切な措置により共用可能だということです。 

  続きまして、１０ページ、ルーラル加入者無線との主な共用検討結果でございます。

やはり、前の検討と同様になりますけれども、与干渉がＴＤＤ基地局、それからルーラ
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ル加入者無線の相互の干渉、ＴＤＤ移動局とルーラル加入者無線等々でございます。共

用条件としまして、ルーラル加入者無線システムの設置場所が山間部あるいは離島に限

られていることから、互いに干渉の影響を与えないよう、サイトエンジニアリングによ

り適切な措置を講ずることが可能ということです。 

  その下のほうにつきましても同様なことでございます。 

  続きまして、１１ページに参ります。この場合はＩＭＴ－２０００（Ｗ－ＣＤＭＡ、

ＣＤＭＡ２０００）との主な共用検討結果でございます。与干渉がＴＤＤ基地局あるい

はＩＭＴ－２０００基地局の相互の関係、それから移動局同士、ＴＤＤ基地局とＩＭＴ

－２０００の移動局、移動局同士等々の干渉でございます。 

  やはりこれらの場合につきましても、互いに干渉の影響を与えないように設置場所の

選択あるいはフィルタの追加等の適切な措置を講ずることが共用条件として示されてお

ります。 

  それから、移動局に関しましては、干渉発生確率が十分低い値ということで共用は可

能だということです。 

  続きまして、ＰＨＳの共用検討結果です。今までと同様にＴＤＤの基地局とＰＨＳ基

地局、あるいはその逆の場合につきましても改善量は必要になっておりますけれども、

やはりサイトエンジニアリング等で適切な措置を講ずることが可能であります。さらに、

フィルタの挿入あるいは実力値等を勘案して十分可能だということです。移動局の場合

は確率的な問題ですので、この場合は大きな問題はないと思っています。 

  以上が共用条件の主な検討結果でございます。サイトエンジニアリンクの条件ですと

相当大きな改善が必要ですけれども、いろいろな共用条件を考慮することによって共用

可能だということです。 

  今回検討しました２ＧＨｚ帯ＴＤＤシステムの主な技術的条件が最終報告の一つのポ

イントになりますけれども、５つの方式につきまして多重化方式あるいは多元接続、変

調方式、占有周波数帯幅、空中線電力、空中線利得等々につきまして、今回こういうシ

ステムに関しまして共用が可能だという最終結果になっています。 

  最後に、第三世代移動通信システムの高度化についてご説明します。ＨＳＰＡという

方式がありますけれども、この方式につきまして、その改善を行うということからＨＳ

ＰＡ＋と書いてあります。具体的には、上りが５.８Ｍbps から１２Ｍbps に変わります。

これは１６ＱＡＭを適用します。下りは１４Ｍbps から２２Ｍbps に変わり、６４ＱＡＭ
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を適用するということになります。この２つが今回のポイントとなっています。 

  以上が報告の概要で、あと参考資料等を示してございますけれども、時間の関係もあ

りますので割愛させていただきます。 

  以上でございます。 

○土居分科会長  どうもありがとうございました。 

  ただいまの服部先生のご説明につきまして、何かご意見、ご質問ございませんでしょ

うか。どうぞ。 

○髙畑委員  基本的な質問かもしれません。今回の共用検討はスプリアスに関するもの

と思いますが、その中でＴＤＤとＦＤＤがあります。ＴＤＤに関して共用検討をする際、

ＦＤＤとは違って考慮に入れなくてはならない点で、ＦＤＤとどの程度異なるかを教え

ていただきたいと思います。さらに、非静止衛星で高度２５０キロという衛星を検討さ

れております。具体的にどのようなシステムでしょうか。２５０キロというとシャトル

ぐらいの高度になるような気がするのですが、それを教えていただきたいと思います。 

○服部専門委員  まず最初のご質問ですけれども、ＴＤＤの場合ですと、基地局と移動

局が同じ周波数でピンポンでやりとりをします。ＦＤＤは基地局送信と移動局送信の周

波数が違います。一番大きなポイントは、やはりＴＤＤの場合ですと基地局間同士が干

渉するということです。これがＴＤＤの一つのポイントになります。ただ、今回の場合

は、直接の相手がＴＤＤという方式はＰＨＳです。これは周波数が離れていますので、

そういう意味では、今回の干渉の問題につきましては、ＴＤＤ、ＦＤＤ、それぞれの方

式について同様な検討となり、特段違いはないということです。 

  それから、２点目でございますけれども、２５０キロの高度の宇宙用につきましては、

「エイロス」等のＪＡＸＡの観測衛星のような低軌道衛星が今回の対象ということです。 

○土居分科会長  よろしいですか。 

○髙畑委員  はい。 

○土居分科会長  ありがとうございました。 

  ほかにはいかがでしょうか。 

  ご検討の結果、最終的には１３ページの表に技術的条件というので総括していただけ

るような表がございますけれども、これの運用に関してはどういうことになってくるん

でしょうか。 

○服部専門委員  これは具体的に問題があるといいますか、改善する必要がある部分に
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つきましては、例えば場所の選定の問題、あるいはアンテナの向きを変えるということ

が中心となるということです。 

○土居分科会長  先ほど来の技術的条件を全部満たして、制約を満たしていかなきゃい

けないということですね。 

○服部専門委員  そうです。 

○土居分科会長  ありがとうございます。 

  ほかにはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

  それでは、ほかにご質問、ご意見等ございませんようですので、本件は答申案が厚い

報告書の下についております。資料６０－２－３ですけれども、その答申案のとおりに

答申したいと思いますが、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○土居分科会長  それでは、案のとおり答申することといたします。どうもありがとう

ございました。 

  それでは、ただいまの答申に対しまして総務省から今後の行政上の措置についてご説

明を伺えるということでございますので、よろしくお願いいたします。 

○桜井総合通信基盤局長  総合通信基盤局長の桜井でございます。本日は、携帯電話等

の周波数有効利用方策のうち、この２ＧＨｚ帯におけるＴＤＤ方式を活用した移動通信

システムの技術的条件につきまして一部答申をいただきまして、まことにありがとうご

ざいます。 

  ご案内のとおり、２ＧＨｚ帯におけるＴＤＤ方式を活用した移動通信システムとして

は、既にＴＤ－ＣＤＭＡ、それからＴＤ－ＳＣＤＭＡ方式が制度化されているわけでご

ざいますが、本日、一部答申をいただきましたこのシステムは、より一層高速なデータ

通信を実現する新たな移動通信システムとして期待されているというふうに受けとめて

いるところでございます。 

  総務省といたしましては、この一部答申を踏まえまして、これから今回新たに追加す

るシステムについて必要な制度整備を図ってまいりたいと考えております。 

  なお、２ＧＨｚ帯のＴＤＤバンドの実用化に当たりましては、この２ＧＨｚ帯ＴＤＤ

バンドの開設指針の見直しが必要になるわけでございますが、この検討につきましては、

２ＧＨｚ帯ＴＤＤシステムが、これからこの場でご報告が予定されております３.９世代

の移動通信システムと同様に、データ伝送装置とした携帯電話の高度化システム導入に
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係るものでありますので、広く関係者の意見を踏まえつつ、この３.９世代の移動通信シ

ステムの導入に向けた検討とあわせて検討を行ってまいりたいと考えているところでご

ざいます。 

  最後になりますけれども、取りまとめいただきました服部先生を初め委員の皆様に大

変ご熱心なご審議をいただいたところでございまして、厚く御礼申し上げたいと思いま

す。本日はどうもありがとうございました。 

○土居分科会長  どうもありがとうございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

  お手元の議事次第をごらんになっていただきますと、本日、大変盛りだくさんで、あ

と諮問事項が２件、報告事項が２件、それに議決事項がございます。 

 

諮問事項 

  Ｋｕ帯ヘリコプター衛星通信システムの技術的条件について【諮問第２０２５号】 

 

○土居分科会長  早速諮問事項から入らせていただきたいと思います。 

  諮問事項についての審議に関しましては、諮問第２０２５号、「Ｋｕ帯ヘリコプター衛

星通信システムの技術的条件」について、総務省からご説明をお願いいたします。 

○鳥巣衛星移動通信課長  衛星移動通信課長の鳥巣でございます。よろしくお願いいた

します。 

  諮問書は資料６０－３になってございます。そこに書いてありますとおり、答申をい

ただきたい事項は、Ｋｕ帯ヘリコプター衛星通信システムの技術的条件でございます。 

  １枚めくっていただきますと諮問内容等が記載してありますけれども、諮問理由にも

書いておりますとおり、災害時におきましては、災害現場の状況を迅速に把握するとい

うことが大変重要になってございます。しかしながら、先月発生しました、例えば岩手・

宮城内陸地震のように中山間地で発生した災害の場合には、例えば道路が寸断されると

いったことによりまして、被災地へのアクセスが非常に困難となる場合もございます。

このような場合には、機動性にすぐれましたヘリコプターが特に威力を発揮するという

ことでございまして、その次のページに参考図をつけさせていただいておりますので、

そちらで説明させていただきたいと思います。 

  左側が現在使用されておりますヘリテレと呼ばれるシステムでございます。これは地

上の無線局を介しまして、ヘリコプターから画像情報を伝送するという方式でございま
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す。したがいまして、この運用範囲が地上無線局に縛られるということでございまして、

この見通し範囲内、おおむね３０から１００キロメートル程度に限定されるという制約

がございます。したがいまして、日本全体をカバーするためには多数の基地局を設置す

るということがございまして、その整備費あるいは維持費が大変かかってまいります。 

  この地上無線局を車載の中継等で行うことも可能ですが、先ほど申しましたような災

害の状況によりましては、それ自体アクセスができないということで、運用上の制限が

あるということでございます。 

  これに対しまして右側の図にありますように、日本全体をカバーする通信衛星を利用

することで、この地上の無線局が設置されていない地域におきましても大容量の画像情

報をリアルタイムで伝送可能になる、こういったヘリコプター衛星通信システムに対す

るニーズが高まっているということでございます。 

  こちらは１４から１４.５ＧＨｚ帯のＫｕ帯を持ちまして、人工衛星を介して通信を行

うというシステムでございまして、地上の基地局を必要としないということでございま

すので、日本全国で運用することが可能となるものでございます。これによりまして、

機動的な災害対応が可能となるということでございます。 

  前のページに戻っていただきまして、答申を希望する事項でございますが、繰り返し

になりますけれども、Ｋｕ帯ヘリコプター衛星通信システムの技術的条件ということで

ございます。答申を希望する時期といたしましては、平成２０年１２月ごろということ

で考えております。 

  答申が得られたときの行政上の措置としましては、関係省令の改正に資するというこ

とで進めさせていただきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○土居分科会長  どうもありがとうございました。 

  ただいまのご説明につきまして、ご意見、ご質問等ございますでしょうか。 

○土井委員  ２点教えていただきたいんですけれども、ここで検討される場合に、通信

衛星としては具体的にどのようなものを考えておられるのか。あともう１点は、世界的

にはこういうヘリコプター衛星通信を使ったものに関してはどのような規格があるのか

教えていただければと思います。 

○新田衛星移動通信課企画官  まず、１点目でございますけれども、例えば消防庁にお

きましてヘリサットシステムの導入が期待されておりますけれども、消防庁の場合は、
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自治体衛星通信機構(LASCOM)がスーパーバードのトランスポンダを借りまして運用する

ことを想定してございます。 

  ２点目、海外での導入事例ですけれども、正確なところは把握してございませんけれ

ども、インマルサットのほうでヘリコプターに搭載して通信を行っているという情報を

得ているところでございます。本システムでは標準画質のテレビジョンの伝送ができる

ぐらいの伝送速度を想定してございますけれども、それよりは少し伝送レートは低いと

いうような情報を得ているところでございます。 

○土居分科会長  よろしいですか。 

○土井委員  ありがとうございます。 

○土居分科会長  ありがとうございました。 

  ほかにはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

  このところのようにいろんな災害が頻発していることに鑑みますと、これから先のこ

とに対応するためには大変重要なシステムかと思っております。それでは、本件につき

ましては既存の移動衛星通信システム委員会においてご検討いただき、その結果を報告

いただいた上で当分科会で審議し、答申を取りまとめることとさせていただきたいと思

いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○土居分科会長  それでは、その旨決定することといたします。どうもありがとうござ

いました。 

 

  Ｓバンドを用いる国内移動体衛星通信システムの高速化に関する技術的条件について

【諮問第２０２６号】 

 

○土居分科会長  続きまして、諮問２０２６号、「Ｓバンドを用いる国内移動体衛星通信

システムの高速化に関する技術的条件」について、総務省からご説明をお願いいたしま

す。 

○鳥巣衛星移動通信課長  衛星移動通信課長でございます。引き続きご説明させていた

だきます。 

  諮問書は資料の６０－４でございます。そこに書いてありますように、答申を希望す

る事項は、Ｓバンドを用いる国内移動体衛星通信システムの高速化に関する技術的条件
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でございます。 

  １枚おめくりいただきますと、諮問理由等を記載しておりますが、そこに書いており

ますとおり、Ｓバンドを用いる国内移動体衛星通信システムにつきましては、平成５年

６月に電気通信技術審議会からご答申をいただきましたＳバンドを用いる国内移動体衛

星通信システムの技術的条件に基づきまして、平成７年８月に既に制度化されていると

ころでございます。 

  次のページに現在のシステムの概要を参考として添付させていただいております。こ

のサービスは、ＮＴＴドコモ株式会社がＮ－ＳＴＡＲのｃ号機とｄ号機の２機を用いま

して、平成８年３月から「ワイドスター」という名称で、日本及び日本近海をサービス

エリアとしまして提供を行っているものでございます。周波数は上りに２.６ＧＨｚ、下

りに２.５ＧＨｚのＳバンドを利用しております。このシステムは、陸上では先ほどと同

じように地方自治体による災害対策用、あるいは携帯電話の不感地帯用ということで利

用しておりますし、海上では日本近海を航行する貨物船あるいは漁船等の連絡用として

広く利用されておりまして、平成１９年度末で約４万局程度の契約額ということでござ

います。 

  ただ、最近では特にインターネットを利用した高速伝送サービスへのニーズが大変大

きくなっておりまして、伝送速度の高速化が求められているという状況でございます。 

  現在のサービスでは、最大通信速度、そこに書いておりますように、上りで毎秒４.

８Ｋbps、下りで毎秒６４Ｋbps ということになっておりますが、今回ご審議をお願いい

たしておりますＳバンドを用いる国内移動体衛星通信システムの高速化に関する技術的

条件に基づきまして、伝送速度の高速化を図り、高速伝送サービスを可能にするという

ものでございます。 

  答申を希望する時期としましては、本年１１月ごろということを考えております。答

申が得られたときの行政上の措置としましては、同様に関係省令の改正に資するという

ことで進めたいと考えております。 

  以上でございます。よろしくお願いします。 

○土居分科会長  ありがとうございました。 

  ただいまのご説明につきまして、何かご意見、ご質問等ございますでしょうか。 

○髙畑委員  Ｓバンドは非常に帯域が狭くて高速化といってもいろいろな制限があると

思います。想定する衛星によって、大きく変わりますが、その辺のお考えがあれば教え
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ていただきたいと思います。 

○土居分科会長  いかがでしょうか。 

○新田衛星移動通信課企画官  これはＮ－ＳＴＡＲですが、平成８年からサービスが開

始されてございまして、その当時から比べまして、先ほどのデジタル放送のご説明の中

にもありましたけれども、例えば適用する誤り訂正符号方式を別のものに変えたり、先

ほどもございましたけれどもロールオフ率も向上させることで周波数の利用効率を高め

るだとか、そもそも衛星がＮ－ＳＴＡＲの a/b 号機から c/d 号機になったことでアンテ

ナの利得が高くなったということで、その辺の伝送速度の向上ということも想定される

と。 

  加えまして、技術的条件として、総務省の省令のほうでは、占有周波数帯幅とかチャ

ンネルセパレーションとかを規定されてございますので、このあたりについてもまさに

拡大させて伝送速度を上げることを考えているところでございます。 

○土居分科会長  よろしいですか。 

○髙畑委員  はい。 

○土居分科会長  ほかにはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

  それでは、本件につきましても既存の移動衛星通信システム委員会においてご検討い

ただきまして、その結果をご報告いただいた上で当分科会で審議し答申をまとめること

にしてはいかがかと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○土居分科会長  それでは、その旨決定することといたします。どうもありがとうござ

いました。 

 

報告事項 

  「放送システムに関する技術的条件」のうち「携帯端末向けマルチメディア放送方式

の技術的条件」について【平成１８年９月２８日付け情報通信技術分科会諮問第２０２

３号（検討開始）】 

 

○土居分科会長  続きまして、報告事項に移らせていただきます。 

 平成１８年９月２８日付け諮問第２０２３号、「『放送システムに関する技術的条件』の

うち『携帯端末向けマルチメディア放送方式の技術的条件』について」、放送システム委
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員会が検討を開始する旨ご報告をいただきます。それでは、委員会事務局からご説明を

お願いいたします。 

○奥放送技術課長  放送技術課長でございます。 

  それでは、資料６０－５に基づきまして、携帯端末向けマルチメディア放送方式の技

術的条件の審議開始につきましてご報告させていただきたいと思います。 

  まず、検討開始の背景でございますけれども、ご案内のとおり、現在、地上テレビジ

ョン放送のデジタル化を進めてございまして、２０１１年７月には現在のアナログ放送

が終了することになってございます。アナログ放送が終了した場合に空き周波数の利用

につきまして、昨年の６月に本審議会で答申をいただいてございまして、ＶＨＦ帯の周

波数の一部を移動体向けのマルチメディア放送等のテレビジョン放送以外の新たな放送

に使用できることが適当との答申をいただいているところでございます。この答申を受

けまして、２０１１年７月以降速やかに新たな放送サービスが開始できますよう、その

技術的条件についてのご審議をお願いするものでございます。 

  ２ページ目に新たな携帯端末向けマルチメディア放送のイメージをおつけしてござい

ます。この放送は、携帯電話や車載の端末等、移動体向けの端末に対しまして、映像、

音楽、データを自由に組み合わせました多チャンネルのコンテンツの提供を送るサービ

スでございまして、従来のリアルタイムの放送サービスに加えまして、ダウンロード型

の放送サービス等多彩なサービスが想定されるものでございます。 

  次のページに実現する放送の枠組みというのがございますけれども、このマルチメデ

ィア放送といたしましては、大きく３つの類型のサービスが送付されてございます。１

つが、右側にございますような全国向けのマルチメディア放送でございます。これは主

として携帯電話等の端末を想定いたしまして、これに対して多彩な専門コンテンツとい

うことで、ニュース、スポーツ、音楽、映画等々の番組を送信することを想定してござ

いまして、有料放送中心のサービスでございます。 

  ２番目の類型としましては、真ん中にございます地方ブロック向けデジタルラジオ放

送でございまして、これは全国を複数のブロックに分けまして、ブロックごとに異なる

放送を行うものでございます。これはどちらかというと従来のラジオの発展型のサービ

スとも言えるものでございまして、無料放送、有料放送を組み合わせる形でリアルタイ

ムの放送を中心に一般向けの放送あるいは災害放送等が期待されるものでございます。

この中では、現在のアナログラジオのサイマル放送といったものの実現も予想されてい
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るところでございます。 

  さらに、３つ目の類型としましては、一番左側の新型のコミュニティ放送でございま

して、これはもう少し小さいエリアでございまして、一定の生活圏といったコミュニテ

ィを対象とした情報提供の手段ということで、これは無料放送のリアルタイムの放送を

中心に地域情報を主として放送するサービスが予想されているところでございます。こ

れの実現する周波数の割り当てのイメージといたしまして、３枚目でございますけれど

も、全国向け放送につきましては、ＶＨＦのＨＩＧＨ帯ということで、現在、テレビの

１０チャンネルの一部、１１チャンネル、１２チャンネルで使用しております１４.５Ｍ

Ｈｚ帯の周波数を割り当てるということでございます。 

  一方、地方ブロック向け放送につきましては、ＶＨＦのＬＯＷ帯ということで、現在

の１から３チャンネルまでの１８ＭＨｚの周波数の幅の割り当てを想定してございまし

て、これはブロックごとで複数の異なる周波数を使い分けることでブロックごとに異な

る放送を実現することをイメージしてございます。 

  なお、コミュニティ向けの放送につきましては、この各ブロックで使用されていない

周波数をアンダーレイ的に使用していくというイメージを想定しているものでございま

す。 

  １枚目にお戻りいただければと思います。検討体制でございますけれども、検討につ

きましては、既存の放送システム委員会の中でご審議をいただければと考えてございま

す。 

  答申を予定する時期は来年の７月ごろということで、答申をいただいた暁には速やか

に関係省令の改正に資したいと考えているところでございます。 

  以上でございます。 

○土居分科会長  ありがとうございました。 

  ただいまのご説明につきまして、ご意見、ご質問ございませんでしょうか。 

○村上委員  全国向けマルチメディア放送は有料放送中心という表現になっていますが、

これは有料放送を前提としてやるということですか。 

○奥放送技術課長  この審議の前に懇談会を開催させていただきまして、そこの中で新

しいマルチメディア放送のイメージについてご議論をいただいてございます。その中で

実際にこういったサービスの提供を想定されている事業者の方からヒアリング等を進め

てございまして、そういう方々が有料放送を中心としたサービスの提供を想定されてい
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るということでございまして、必ずしも制度的に有料放送に限るということではござい

ません。 

○村上委員  そうですか。わかりました。 

○土居分科会長  ありがとうございました。 

  ほかにはいかがでしょうか。 

○徳田委員  １つ教えてほしいんですけれども、デジタル新型コミュニティ放送と地方

ブロック向けデジタルラジオ放送と全国向けマルチメディア放送のサービス内容のとこ

ろで、リアルタイム中心とか、ダウンロードあり、なしがあるんですが、コミュニティ

放送のところを見ますとリアルタイム中心だけになっていて、「（ダウンロードもあり）」

とか、そういうダウンロード機能が除去されているんですけれども、何か制約があるの

でしょうか。 

○奥放送技術課長  これも先ほどご説明申し上げたとおり、懇談会でご議論いただいた

ときのそれぞれの現状で考えておられるサービスのイメージをおまとめしたということ

でございまして、制度的にこういった規制をかけることでは必ずしもないということで

ご理解いただければと思います。 

○徳田委員  はい。 

○土居分科会長  これから先、詰めていかれるという理解でよろしいんですか。 

○奥放送技術課長  はい、そうでございます。 

○土居分科会長  ほかにはいかかでしょうか。 

○荒川委員  テレビのデジタル化に対して空いた帯域をいかに有効に使うかということ

だと思うんですけれども、やはり国民全体に還元されるべきだと思うんですが、携帯端

末向けとなると、そういうものを持っていないとこのサービスは使えないと思うんです。

例えば、お年寄りだけの家庭とか、普通のテレビしか持っていないようなところにも何

かこのようなサービスは還元されるのでしょうか。 

○奥放送技術課長  視聴の仕方というのはいろんなことが想定されるかと思いますけれ

ども、今回の放送サービスについては、主として移動体、移動しながら受けられる放送

サービスを中心に考えているということでございます。もちろん家庭の中でこういった

サービスを受けることも可能ではあるかと思いますけれども、サービス全体としては、

移動しながらでも受けられる放送サービスというのを念頭に置いた放送サービスという

ことで今回考えさせていただいているところでございます。 
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○荒川委員  そういう何か端末を買わないとこれは使えないということでしょうか。 

○奥放送技術課長  将来的には通常の携帯電話とかで、こういった受信機能が標準的に

装備されているということをイメージしてございまして、例えば普通の携帯電話をご利

用いただける方が、その端末をそのままお使いいただいてこういった新しいサービスが

受けられるというようなイメージを想定しているところでございます。 

○土居分科会長  よろしいですか。 

  これは以前に、この検討開始の背景のところにも書いてありますけれども、結局、１

チャンネルから１２チャンネル及びＶＨＦ帯の空きをどうするかということで検討し、

審議会に報告をしたという経緯がございますが、そのＶＨＦ帯のところだけがまず審議

が始まったということですよね。ですから、まだ残りの１チャンネルから１２チャンネ

ルをこれから後どうするかというのが、あれも２つ大きく全体で３カテゴリーに分かれ

ていたような記憶がありますが、あとの２カテゴリーも次第にご検討いただけるという

理解でよろしいんですね。 

○奥放送技術課長  ご指摘のとおりでございまして、基本的に昨年のご答申では、テレ

ビの空き周波数帯につきまして、こうした移動体向けの新しい放送サービスと公共的な

安心・安全のための用途と携帯の移動体サービスの３つの仕様を大きく答申いただいた

ということでございまして、そのうちの放送型サービスについてのご審議を今回お願い

しているところでございます。 

○土居分科会長  ありがとうございました。よろしいでしょうか。 

  どうもありがとうございました。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

  第３世代移動通信システム（ＩＭＴ－２０００）の高度化のための技術的方策の審議

状況について【平成７年７月２４日付け電気通信技術審議会諮問第８１号】 

 

○土居分科会長  続きまして、「第３世代移動通信システム（ＩＭＴ－２０００）の高度

化のための技術的方策の審議状況」について、携帯電話等周波数有効利用方策委員会主

査でいらっしゃいます服部先生からご報告をお願いいたします。 

○服部専門委員  それでは、資料６０－６の３.９世代移動通信システムの導入に向けた

検討についてご説明させていただきます。 

  まず１ページ目でございます。初めに、検討の経緯でございますけれども、これまで
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３回の委員会、５回作業班を開催して検討してまいりました。その中で移動通信システ

ムの利用動向あるいは技術・標準化動向を調査しまして３.９世代移動通信システムに期

待される機能、基本要件、システム導入に当たって検討が必要となる干渉条件等につい

て検討してきました。これらの結果につきまして、今回基本コンセプトとして整理した

ものでございます。 

  ２ページ目でございます。まず、検討の背景としまして、利用動向を紹介させていた

だきます。世界の携帯電話加入者数は、２００３年末現在で約３３億加入、２０１２年

には４５億加入と、大変な勢いで伸びております。我が国でも先ほどご紹介しましたと

おり、既に１億加入を突破しており、一方、国によりましては１００％を超えている国

も出てきているということで、我が国も今後１００％を超える可能性が期待されており

ます。 

  それから、モバイル関係のビジネス動向に関しましては、モバイルコンテンツ市場が

４,２３３億円となっており、前年より５７２億増加してございます。 

  それから、モバイルコマース、商取引関係では７,２３１億円ということで、前年より

１,６０７億円拡大しているということで、両方合わせますと１兆円を超える大変大きな

市場ということで、ますます今後も成長が期待されるということであります。 

  続きまして、３ページ、ＩＣＴ全体の環境及びモバイル利用の変化ということで記載

してございます。ご案内のとおり、ｍｉｘｉやＹｏｕＴｕｂｅ等の新サービスが登場し

まして、ブロードバンドのデータトラフィックが大変増大しております。一方では、携

帯端末の高機能化に伴いまして、モバイル生活がいろいろ浸透し、インターネットアク

セス等も非常に増大しているということで、ワイヤレスブロードバンドのビット単価低

減に対するユーザーニーズも大変高まっております。。 

  モバイルデータ通信需要に関しましては、携帯電話事業者の例では、２００５年から

２００７年の２年間でモバイルデータトラフィックが５倍になっております。一方、Ｉ

ＴＵによる将来のトラフィック予測でも２０１０年から２０２０年の１０年間で４０倍、

あるいは２０１５年には２００８年の約１０倍という予測もあります。 

  音声トラフィックも今後増大する可能性もありますけれども、基本的にデータ系にお

いて今後トラフィックが急増することが予測されます。 

  続きまして、４ページ、第３世代移動通信システム、いわゆるＩＭＴ－２０００の高

度化に向けた技術動向をご紹介させていただきます。この高度化の技術としましてはこ
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こに記載されているものが例としてございます。主要ベンダの動向ですけれども、３.

９世代移動通信システムに相当するＬＴＥにつきまして多くの主要ベンダ・オペレータ

がデモ等を実施していまして、国際的な取り組みが進展しているということです。 

  ３．９世代移動通信システムに相当するもう一つの方式のＵＭＢや、現在のＨＳＰＡ

を高度化したＨＳＰＡ＋につきましても開発ベンダーが独自にデモを実施しているとい

う状況でございます。 

  続きまして５ページ目、ＩＭＴ－２０００の高度化に向けた標準化動向についてご紹

介させていただきます。標準化状況としましては、現在、主に３ＧＰＰ及び３ＧＰＰ２

において標準化が行われております。３ＧＰＰにつきましては、ＬＴＥのアーキテクチ

ャまで含めまして２００８年１２月に Release８ということで標準化が完了する予定で

す。もう一方のＨＳＰＡ＋につきましては、同様に２００８年１２月に標準化完了予定

です。さらに２つのセルを用いて高速化を図る Dual Cell 等につきましても主な標準化

については同時期に完了予定となっております。 

  一方、３ＧＰＰ２につきましては、ＵＭＢの試験仕様を現在開発中ということで、２

００８年１２月に標準化を完了する予定になっております。 

  以上、利用動向、技術動向、標準化動向についてご紹介させていただきましたが、こ

れらの背景を踏まえまして、３.９世代移動通信システムの導入に向けた基本コンセプト

を整理してございます。 

  ６ページ目以降にその内容を書いてございます。３．９世代移動通信システムの実現

につきましては、ユーザーの利便性向上、国際競争力の確保、周波数有効利用という大

きく３つの意義があると考えております。３.９世代移動通信システムの先行的導入によ

る世界最先端のモバイルブロードバンド環境を実現することで、市場の活性化、将来の

周波数の逼迫の対応、多様なアプリケーション・サービスの創出等が期待されます。 

  ７ページ目に、３．９世代移動通信システムに期待される機能について記載してござ

います。大きく分けまして５つの観点からここで整理してあります。１つは、高速大容

量で高い伝送品質の確保可能なスケーラブルな周波数帯域幅を有する無線システム。そ

れから、オールＩＰ化され他システムとのシームレスな連携が可能なオープンなネット

ワーク。また、国際的なインターオペラビリティが確保され、第４世代移動通信システ

ムへのスムースなマイグレーションが可能なシステム。さらに、高い周波数利用率、幅

広いユーザーが利用できる端末の多様化・高機能化、セキュリティー、プライバシー、
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安全・安心の確保が可能なシステムが挙げられます。 

  続きまして、８ページ目では、以上の検討を踏まえました３.９世代移動通信システム

の基本要件をまとめております。 

  下部に注釈がございますけれども、先ほどご紹介したとおり、現在３.５世代のアップ

グレードにつきましても標準化が進められております。３.９世代移動通信システムの導

入段階におきましては、様々な導入シナリオに柔軟に対応することがシステムの高度化

を加速すると考えられるために、３.５世代のアップグレードにつきましても標準化動向

を踏まえつつ検討を行っていきたいと思います。 

  ９ページ目にシステム導入のシナリオ例を整理してございます。幾つかのシナリオが

考えられまして、オレンジ色のシナリオ①は、現行のシステムに対し、直接ＬＴＥやＵ

ＭＢといった３.９世代移動通信システムを導入するシナリオです。シナリオ②は、既存

の３.５世代をアップグレードして段階的に高度化していくというシナリオでございま

す。３.９世代移動通信システムの技術例としましては、ＬＴＥ、ＵＭＢ、３.５世代の

アップグレードの技術例としては、先ほどご紹介しましたＨＳＰＡ＋、ＤＣ－ＨＳＰＡ

があります。 

  続いて１０ページ目では、今後のネットワークの展開のイメージを記載しております。

現在は、第２世代あるいは第３世代ネットワークとともに、３.５世代が拡大しつつあり

ます。２０１０年の３.９世代導入期には２世代が終了し、第３世代、３.５世代にオー

バーレイする形で３.９世代が入ってくるというシナリオです。その後に３.９世代ネッ

トワークが拡大しまして、３.９世代を基盤にしながら第４世代がオーバーレイするとい

う形で、３.９世代以降はオールＩＰ化したネットワークにより他のネットワークとのシ

ームレス化が実現していくと考えられます。 

  続いて１１ページでは３.９世代移動通信システムの干渉検討に当たっての条件等を

記載しております。まず、ガードバンドでございますけれども、隣接システムが携帯電

話システムの場合、サイトエンジニアリングによる対応を基本としまして、隣接システ

ムが携帯電話システム以外の場合は現行の第３世代とのガードバンドを基本として考え

ております。ただし、３.９世代移動通信システムの具体的仕様が明確になった段階で、

必要に応じて詳細な検討を行っていく予定でございます。 

  さらに、上り・下り送受信の周波数間隔につきましては、現行第３世代と同様とする

ことが前提であります。 
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  干渉検討の対象システム例については、記載のとおりです。 

  最後に、１２ページ目ですけれども、今後の検討スケジュールを記載してございます。

本日、基本コンセプトを含めた検討状況のご報告をさせていただきましたので、この後

に具体的なシステムの設定を行い、共用条件などの検討を行ってまいります。さらに並

行しまして、ネットワークのイメージと社会的、経済的効果などの検討を行い、１２月

に情報通信審議会にお諮りできるように検討を進めてまいります。その間でパブリック

コメント等を含めて広くご意見をいただくことになっております。 

  以上でございます。 

○土居分科会長  どうもありがとうございました。 

  ただいまのご説明いただきました審理状況につきまして、何かご質問、ご意見等ござ

いますでしょうか。 

○土井委員  １０ページ目に３.９世代、第４世代の展開のイメージを書いていただいて

いますが、少し意地悪な質問になるかもしれないですが、このスケジュールどおりにい

かなくなるような要因は何かあるのでしょうか。 

○服部専門委員  １つは、やはり経済環境だと思います。投資額がすごくかかりますの

で、今後事業者間の競争も非常に厳しくなっていますので、設備投資額がどのぐらいも

つか、それが１つは考えられます。 

○土井委員  ありがとうございます。 

○土居分科会長  よろしいでしょうか。 

  ほかにはいかがでしょうか。 

○村上委員  ３ページのところにデジタル通信需要量のイメージがございますが、これ

から有線系のデータ通信需要がモバイルに移っていくと考えられます。動画サービスな

どもこちらに移っていくようなことを考えますと、計算したくないですけれども、とて

もこんなオーダじゃないという感じがするんですが、今の検討はこのぐらいのオーダを

ベースにして検討されるということでしょうか。 

○服部専門委員  これぐらいと申しますと、月……。 

○土居分科会長  ４０倍とか。 

○村上委員  １０年で４０倍とか。 

○服部専門委員  ４０倍とか５０倍ということですか。これは、どのぐらいの料金でサ

ービスを提供できるかということと、どういうサービスを最終的に享受するかによって
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いろいろシナリオは変わると思います。一方では、周波数というのは限られた資源です

ので、無限大に広げていくということは難しいことで、いろいろなシチュエーション、

例えば移動しながらの場合と比べ、停止している場合ですと周波数利用率がさらにぐっ

と上がりますので、いろんな環境条件等を含めていけば、実効的にはもう少し周波数利

用効率も上がっていくと思います。さらに、今後、固定と移動がＦＭＣという形で融合

する時代になってきますので、すべてが屋外環境で使うわけではなくて、例えば家庭の

中では非常に小さいフェムトセルを使いますと、周波数利用効率は格段に上がりますの

で、利用シーンなども含めて考えていけば、基本的にはこのベースではないかなと思い

ます。 

○土居分科会長  ありがとうございました。 

○村上委員  導入シナリオでは、２０２Ｘまで続くという想定がされているわけですけ

れども……。 

○服部専門委員  そうです。 

○村上委員  そういうロングスパンで考えていく場合に、ご紹介いただいたトラフィッ

ク予測は、ちょっと保守的過ぎるかなという印象もありますので、ここについてはきち

んとした検討をする必要があるのではないかという感想でございます。 

○土居分科会長  ありがとうございます。 

○徳田委員  最後の１２ページにスケジュールのところがございまして、８月から９月

で「ネットワーク全体のイメージと社会的・経済的効果の検討」とございますが、もち

ろんこの検討の中心は新しい３.９世代の移動通信の通信テクノロジーのところにある

のはよくわかるんですが、先ほどもご説明ありましたように、周波数利用効率が非常に

上がったり、大容量データを処理できるようになるということは、端末側にも非常にイ

ンパクトがあって、今ある端末ではない新しい端末が我々の生活に浸透してくるといっ

たように、ネットワーク側だけではなくて、我々が身近に使う端末側のイメージもぜひ、

こういうふうに進展してくるであろうというイメージ図がどんどん出てきていただける

とより身近に感じると思います。それによって、今、村上委員からご指摘があったよう

に、モバイルのデータトラフィックの伸びというのは明らかに変わると思いますが、そ

の辺りはいかがでしょうか。 

○服部専門委員  ご指摘のとおりだと思います。なかなか予測が難しいところもあると

思います。ただ、長期的に見て、パラダイムが変わっていく可能性があると思いますの
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で、ぜひその辺を含めて検討していきたいと思っています。 

○土居分科会長  ぜひご検討いただければと思います。 

○髙畑委員  いろいろ悩ましいことがありますが、３ＧＰＰとか３ＧＰＰ２で検討され

ているシステムの標準を踏まえて、技術的な検討を行っていくことは非常によろしいか

と思います。一方、酒井先生が主査で取りまとめた「研究開発・標準化戦略委員会」に

おける国際標準化とか国際競争力という観点から考えると、どういうふうにこの技術を

結びつけていくか、検討の範囲外かもしれませんが、会議に参加されておられる方々は

どういうふうに考えられておられるか教えていただきたいと思います。 

○服部専門委員  大変難しいご質問ですけれども、ご案内のとおり、日本は世界モバイ

ル先進国ですけれども、一方ではベンダがなかなか世界のシェアをとれない現状がござ

います。今後は、世界標準にならないシステムを日本に入れても、日本としては発展す

る可能性は非常に少ないと考えられ、そういう意味で、世界標準のシステムを先行的に

取り入れることが重要ではないかと思います。また、国際展開戦略として、人材の育成

なども含めて、国を挙げたバックアップが必要なのではないかと思います。 

○髙畑委員  この検討の意義ですが、ただ技術だけに集中するのではなくて、どのよう

にして日本として打ち出していくか、検討の範囲外かもしれませんし、非常に難しい問

題で何とも言いづらいんですけれども、その辺も広く考えていただければと思います。 

○土居分科会長  どうぞよろしくお願いいたします。 

  ほかにはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

  先進国だけど主導権がとれないという何とも悩ましい立場にあるということですが、

これを何とか打破できる方向にみんなで考えていく必要があろうかと思います。その一

端でもあろうかと思いますので、どうぞよろしくご検討のほどお願いいたします。あり

がとうございました。 

 

議決事項 

  情報通信技術分科会における委員会の設置（平成１３年１月１７日情報通信審議会情

報通信技術分科会決定第３号）の一部改正 

 

○土居分科会長  最後に議決事項に移らせていただきたいと思います。 

  「情報通信技術分科会における委員会の設置（平成１３年１月１７日情報通信審議会
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情報通信技術分科会決定第３号）の一部改正」について、事務局からご説明をお願いい

たします。 

○副島管理室長  事務局からご説明申し上げます。 

  資料の６０－７をごらんいただきたいと思います。平成１９年８月２日に諮問のあり

ました我が国の国際競争力を強化するための研究開発・標準化戦略につきまして、本年

の６月２７日の総会で最終答申をいただいてございます。研究開発・標準化戦略委員会

で検討をしていただいていたわけですけれども、答申が終了し、役割が終了したという

ことで、この委員会を廃止したいということでご提案申し上げます。 

  資料をごらんになっていただきまして、情報通信技術分科会決定第３号の一部の改正

でございまして、この決定の第１５号を削除するということでございます。委員会とい

う一つの委員会の組織を削除するというものでございます。 

  以上でございます。 

○土居分科会長  ありがとうございました。 

  役割が終わった委員会を削除したいということでございますが、何かご質問ございま

すでしょうか。これはよろしいでしょうね。 

  それでは、諮問第１３号の審議終了のために、資料６０－７のとおり、研究開発・標

準化戦略委員会を廃止することといたします。 

 

閉  会 

 

○土居分科会長  以上で本日の議題は終了いたしましたけれども、全体にわたりまして

委員の皆様方から何かご意見等ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

  事務局から何かございますか。 

○副島管理室長  特にございません。別途次回の開催日程についてはご連絡いたしたい

と思います。 

○土居分科会長  それでは、本日の会議をこれにて終わらせていただきたいと思います。

次回日程につきましては、別途確定になり次第、事務局からご連絡差し上げますので、

皆様方どうぞよろしくお願いいたします。 

  以上で終わらせていただきます。どうもありがとうございました。 

 


